
 

 

「福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例」の一部改正に

ついて 

 

 

 

１ 趣旨 

  平成 29 年 5 月 30 日に施行された個人情報の保護に関する法律（平成 15 年

法律第 57 号。以下「個人情報保護法」という。）及び行政機関の保有する個

人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 58 号。以下「行政機関個人情

報保護法」という。）の一部改正を踏まえ、個人情報の定義及び個人情報の収

集制限の規定を改めるほか、所要の規定の整備を行う。 

 

２ 改正内容 

個人情報の定義が改正され、特定の個人を識別することができる個人識別符

号が個人情報に該当することを明確化するものである。 

また、本人に対する不当な差別又は偏見が生じないようにその取扱いに特に

配慮を要する個人情報を、要配慮個人情報として定義するものである。 

 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

４ 関連条例の改正（附則第 2項関係） 

福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例（平成 19 年条例第 19 号）につ

いても、本条例の個人情報の定義の改正を受け、所要の改正を行う。 



福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部を改正

する条例 

福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例（平成１９年条例第２０

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等によ

り特定の個人を識別することができるもの (他の情報と照合することがで

き、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)

」を「次の各号のいずれかに該当するもの」に改め、同号に次のように加え

る。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若

しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記

録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、

動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く

。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。）  

イ 個人識別符号が含まれるもの 

第２条中第８号を第１０号とし、第３号から第７号までを２号ずつ繰り下

げ、第２号の次に次の２号を加える。 

(3) 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５８号）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。 

(4) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他

の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして

規則で定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

 第４条第３項中「電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録(以下「電磁的記録」という。)」を

「電磁的記録」に改め、同条第４項中「次に掲げる事項に関する個人情報」

を「要配慮個人情報」に改め、同項各号を削る。 

第１０条第１項中第８号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号を第

７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

 (6) 記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

第１０条第２項第９号中「第２条第４号イ」を「第２条第６号イ」に改め

る。 

 第１４条第２号中「含む。)」の次に「若しくは個人識別符号が含まれるも



の」を加える。 

 第１５条第２項中「記述等」の次に「及び個人識別符号」を加える。 

 第４８条中「第２条第４号ア」を「第２条第６号ア」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例の一部改正） 

２ 福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例（平成１９年条例第１９号）

の一部を次のように改正する。 

  第７条第１項第１号中「であって」の次に「、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等（文書、図面若しくは電磁的記録に記載され、若

しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事

項をいう。次条第２項において同じ。）により」を加える。 

 



福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例・新旧対照表 

新 旧 

第１条 （略） 第１条 （略） 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 個人情報 個人に関する情報であっ

て、次の各号のいずれかに該当するもの

をいう。 

(2) 個人情報 個人に関する情報であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等により特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と照

合することができ、それにより特定の個

人を識別することができることとなる

ものを含む。）をいう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等（文書、図画若しくは

電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式をい

う。）で作られる記録をいう。以下同

じ。）に記載され、若しくは記録され、

又は音声、動作その他の方法を用いて

表された一切の事項（個人識別符号を

除く。）をいう。以下同じ。）により特

定の個人を識別することができるも

の（他の情報と照合することができ、

それにより特定の個人を識別するこ

とができることとなるものを含む。）  

 

イ 個人識別符号が含まれるもの  

(3) 個人識別符号 行政機関の保有する

個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５８号）第２条第３項に規定す

る個人識別符号をいう。 

 

(4) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、

社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪に

より害を被った事実その他本人に対す

る不当な差別、偏見その他の不利益が生

じないようにその取扱いに特に配慮を

要するものとして規則で定める記述等

が含まれる個人情報をいう。 

 

(5) （略） (3) （略） 

(6) （略） (4) （略） 

(7) （略） (5) （略） 

(8) （略） (6) （略） 

(9) （略） (7) （略） 

(10) （略） (8) （略） 



新 旧 

第３条 （略） 第３条 （略） 

（個人情報の収集の制限）  （個人情報の収集の制限） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 実施機関は、本人から直接書面（電磁的

記録を含む。）に記録された当該本人の個人

情報を取得するときは、次に掲げる場合を

除き、あらかじめ、本人に対し、その利用

目的を明示しなければならない。 

３ 実施機関は、本人から直接書面（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる

記録（以下「電磁的記録」という。）を含む。）

に記録された当該本人の個人情報を取得す

るときは、次に掲げる場合を除き、あらか

じめ、本人に対し、その利用目的を明示し

なければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

４ 実施機関は、要配慮個人情報の収集をし

てはならない。ただし、法令等に基づいて

収集するとき、及び第40条に規定する福岡

県後期高齢者医療広域連合情報公開・個人

情報保護審査会の意見を聴いた上で、個人

情報を取り扱う事務の目的を達成するため

に収集する必要があると実施機関が認める

ときは、この限りでない。 

４ 実施機関は、次に掲げる事項に関する個

人情報の収集をしてはならない。ただし、

法令等に基づいて収集するとき、及び第40

条に規定する福岡県後期高齢者医療広域連

合情報公開・個人情報保護審査会の意見を

聴いた上で、個人情報を取り扱う事務の目

的を達成するために収集する必要があると

実施機関が認めるときは、この限りでない。 

 (1) 思想、信条及び宗教 

 (2) 人種及び民族 

 (3) 犯罪歴 

 (4) 社会的差別の原因となる社会的身分 

第５条～第９条 （略） 第５条～第９条 （略） 

（個人情報ファイルの保有等に関する届

出） 

（個人情報ファイルの保有等に関する届

出） 

第10条 実施機関が個人情報ファイルを保有

しようとするときは、当該実施機関は、あ

らかじめ、広域連合長に対し、次に掲げる

事項を届け出なければならない。届け出た

事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

第10条 実施機関が個人情報ファイルを保有

しようとするときは、当該実施機関は、あ

らかじめ、広域連合長に対し、次に掲げる

事項を届け出なければならない。届け出た

事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 記録情報に要配慮個人情報が含まれ

るときは、その旨 

 

 (7) （略）  (6) （略） 

 (8) （略）  (7) （略） 

 (9) （略）  (8) （略） 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファ

イルについては、適用しない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる個人情報ファ

イルについては、適用しない。 

(1)～(8) （略） (1)～(8) （略） 

(9) 第２条第６号イに係る個人情報ファ

イル 

(9) 第２条第４号イに係る個人情報ファ

イル 

３ （略） ３ （略） 



新 旧 

第11条～第13条 （略） 第11条～第13条 （略） 

（保有個人情報の開示義務） （保有個人情報の開示義務） 

第14条 実施機関は、開示請求があったとき

は、開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報（以下「不開示情報」とい

う。）のいずれかが含まれている場合を除

き、開示請求者に対し、当該保有個人情報

を開示しなければならない。 

第14条 実施機関は、開示請求があったとき

は、開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報（以下「不開示情報」とい

う。）のいずれかが含まれている場合を除

き、開示請求者に対し、当該保有個人情報

を開示しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 開示請求者以外の個人に関する情報

（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より開示請求者以外の特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と照

合することにより、開示請求者以外の特

定の個人を識別することができること

となるものを含む。）若しくは個人識別

符号が含まれるもの又は開示請求者以

外の特定の個人を識別することはでき

ないが、開示することにより、なお開示

請求者以外の個人の権利利益を害する

おそれがあるもの。ただし、次に掲げる

情報を除く。 

(2) 開示請求者以外の個人に関する情報

（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、当該情報に含

まれる氏名、生年月日その他の記述等に

より開示請求者以外の特定の個人を識

別することができるもの（他の情報と照

合することにより、開示請求者以外の特

定の個人を識別することができること

となるものを含む。）又は開示請求者以

外の特定の個人を識別することはでき

ないが、開示することにより、なお開示

請求者以外の個人の権利利益を害する

おそれがあるもの。ただし、次に掲げる

情報を除く。 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

(3)～(6) （略） (3)～(6) （略） 

（部分開示） （部分開示） 

第15条 （略） 第15条 （略） 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第２

号の情報（開示請求者以外の特定の個人を

識別することができるものに限る。）が含ま

れている場合において、当該情報のうち、

氏名、生年月日その他の開示請求者以外の

特定の個人を識別することができることと

なる記述等及び個人識別符号の部分を除く

ことにより、開示しても、開示請求者以外

の個人の権利利益が害されるおそれがない

と認められるときは、当該部分を除いた部

分は、同号の情報に含まれないものとみな

して、前項の規定を適用する。 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第２

号の情報（開示請求者以外の特定の個人を

識別することができるものに限る。）が含ま

れている場合において、当該情報のうち、

氏名、生年月日その他の開示請求者以外の

特定の個人を識別することができることと

なる記述等の部分を除くことにより、開示

しても、開示請求者以外の個人の権利利益

が害されるおそれがないと認められるとき

は、当該部分を除いた部分は、同号の情報

に含まれないものとみなして、前項の規定

を適用する。 

第16条～第47条 （略） 第16条～第47条 （略） 

第48条 実施機関の職員若しくは職員であっ

た者又は第５条第４項の受託業務に従事し

ている者若しくは従事していた者が、正当

な理由がないのに、個人の秘密に属する事

項が記録された第２条第６号アに係る個人

情報ファイル（その全部又は一部を複製し、

第48条 実施機関の職員若しくは職員であっ

た者又は第５条第４項の受託業務に従事し

ている者若しくは従事していた者が、正当

な理由がないのに、個人の秘密に属する事

項が記録された第２条第４号アに係る個人

情報ファイル（その全部又は一部を複製し、



新 旧 

又は加工したものを含む。）を提供したとき

は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金

に処する。 

又は加工したものを含む。）を提供したとき

は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金

に処する。 

第49条～第51条 （略） 第49条～第51条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例・新旧対照表 

（附則第２項関係） 

新 旧 

第１条～第６条 （略） 第１条～第６条 （略） 

（公文書の開示義務） （公文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があったとき

は、開示請求に係る公文書に次の各号に掲

げる情報（以下「不開示情報」という。）の

いずれかが記録されている場合を除き、開

示請求者に対し、当該公文書を開示しなけ

ればならない。 

第７条 実施機関は、開示請求があったとき

は、開示請求に係る公文書に次の各号に掲

げる情報（以下「不開示情報」という。）の

いずれかが記録されている場合を除き、開

示請求者に対し、当該公文書を開示しなけ

ればならない。 

(1) 個人に関する情報（事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等（文書、図画若しくは電

磁的記録に記載され、若しくは記録さ

れ、又は音声、動作その他の方法を用い

て表された一切の事項をいう。次条第２

項において同じ。）により、特定の個人

を識別することができるもの（他の情報

と照合することにより、特定の個人を識

別することができることとなるものを

含む。）又は特定の個人を識別すること

はできないが、公にすることにより、な

お個人の権利利益を害するおそれがあ

るもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

(1) 個人に関する情報（事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）又は特定の個人

を識別することはできないが、公にする

ことにより、なお個人の権利利益を害す

るおそれがあるもの。ただし、次に掲げ

る情報を除く。 

ア～オ （略） ア～オ （略） 

(2)～(7) （略）  (2)～(7) （略）  

２ （略） ２ （略） 

第８条～第28条 （略） 第８条～第28条 （略） 

 



 福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。 

 

平成３０年２月１４日 

 

             福岡県後期高齢者医療広域連合 

           

広域連合長  井 上 澄 和 

 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合規則第３号 

福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則の一

部を改正する規則 

福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則（平成１９年規

則第２０号）の一部を次のように改正する。 

第２条の次に次の２条を加える。 

 （要配慮個人情報） 

第２条の２ 条例第２条第４号の規則で定める記述等は、次の各号のいずれ

かを内容とする記述等（本人の病歴又は犯罪の経歴に該当するものを除

く。）とする。 

(1) 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の

機能の障害があること。 

(2) 本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者（次号にお

いて「医師等」という。）により行われた疾病の予防及び早期発見のた

めの健康診断その他の検査（同号において「健康診断等」という。）の

結果 

(3) 健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理

由として、本人に対して医師等により心身の状態の改善のための指導又

は診療若しくは調剤が行われたこと。 

(4) 本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾留、公訴の

提起その他の刑事事件に関する手続が行われたこと。 

(5) 本人を少年法（昭和２３年法律第１６８号）第３条第１項に規定する

少年又はその疑いのある者として、調査、観護の措置、審判、保護処分

その他の少年の保護事件に関する手続が行われたこと。 

第２条の３ 前条第１号のその他の心身の機能の障害は、次に掲げる障害と

する。 



(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）別表に掲げる身体上

の障害 

(2) 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）にいう精神障害（発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）

第２条第２項に規定する発達障害を含み、前号に掲げるものを除く。） 

(4) 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第４条第１項の政令で定めるものによる障害の程度が同

項の厚生労働大臣が定める程度であるもの 

第５条中「第２条第４号イ」を「第２条第６号イ」に改める。 

様式第１号を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第４条関係） 

個人情報ファイル簿 

番 号 個人情報ファイルの名称   

  
個人情報ファイルの目的   

個人情報の対象者の類型   

個人情報の項目名 

基本的事項 家 庭 生 活 社 会 生 活 資 産 ・ 収 入 要 配 慮 個 人 情 報 そ の 他 

１ 整理番号 

２ 氏名 

３ 性別 

４ 生年月日 

・年齢 

５ 住所 

６ 電話番号 

７ 本籍・国籍 

１ 親族関係 

２ 婚姻歴 

３ 家族状況 

４ 居住状況 

 

１ 職業 

２ 学業・学歴 

３ 資格 

４ 賞罰 

５ 成績・評価 

１ 資産状況 

２ 収入状況 

３ 納税状況 

４ 公的扶助 

５ 取引状況 

 

１ 人種 

２ 信条 

３ 社会的身分 

４ 病歴 

５ 犯罪の経歴 

６ 犯罪により害を被っ

た事実 

７ 本人に対する不当な

差別、偏見 

８ 健康・病歴 

９ 障害 

１０ 身体状況 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

処 理 形 態 個 人 情 報 の 主 な 収 集 先 
個 人 情 報 の 目 的 外 

利 用 ・ 提 供 の 有 無 

１ 手作業処理 

２ 電子計算機処理 

 

※ 電子計算組織の結

合による提供の有無 

 (1) 有 

 (2) 無 

１ 本人   

２ 本人以外(条例第 条第 項第 号に該

当) 

 (1) 他の実施機関 

 (2) 他の官公庁 

 (3) 民間・私人 

３ 実施機関内部での利用 

１ 有 

２ 無(条例第 条第 号該当) 

 (1) 実施機関内 

 (2) 他の実施機関 

 (3) 他の官公庁 

 (4) 民間・私人 

  

備  考 

 

 

 



附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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第１条 （略） 第１条 （略） 

（定義） （定義） 

第２条 この規則で使用する用語は、条例で

使用する用語の例による。 

第２条 この規則で使用する用語は、条例で

使用する用語の例による。 

 （要配慮個人情報）  

第２条の２ 条例第２条第４号の規則で定め

る記述等は、次の各号のいずれかを内容と

する記述等（本人の病歴又は犯罪の経歴に

該当するものを除く。）とする。 

 

(1) 身体障害、知的障害、精神障害（発達

障害を含む。）その他の心身の機能の障

害があること。 

 

(2) 本人に対して医師その他医療に関連

する職務に従事する者（次号において

「医師等」という。）により行われた疾

病の予防及び早期発見のための健康診

断その他の検査（同号において「健康診

断等」という。）の結果 

 

(3) 健康診断等の結果に基づき、又は疾

病、負傷その他の心身の変化を理由とし

て、本人に対して医師等により心身の状

態の改善のための指導又は診療若しく

は調剤が行われたこと。 

 

(4) 本人を被疑者又は被告人として、逮

捕、捜索、差押え、勾留、公訴の提起そ

の他の刑事事件に関する手続が行われ

たこと。 

 

(5) 本人を少年法（昭和２３年法律第１６

８号）第３条第１項に規定する少年又は

その疑いのある者として、調査、観護の

措置、審判、保護処分その他の少年の保

護事件に関する手続が行われたこと。 

 

第２条の３ 前条第１号のその他の心身の

機能の障害は、次に掲げる障害とする。 

 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第

２８３号）別表に掲げる身体上の障害 

 

(2) 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第

３７号）にいう知的障害 

 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律第１２３号）に

いう精神障害（発達障害者支援法（平成

１６年法律第１６７号）第２条第２項に

規定する発達障害を含み、前号に掲げる

ものを除く。） 

 

(4) 治療方法が確立していない疾病その

他の特殊の疾病であって障害者の日常

 



新 旧 

生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３

号）第４条第１項の政令で定めるものに

よる障害の程度が同項の厚生労働大臣

が定める程度であるもの 

第３条～第４条 （略） 第３条～第４条 （略） 

第５条 条例第１１条第２項第３号の規則で

定める個人情報保護ファイルは、条例第２

条第６号イに係る個人情報ファイルで、そ

の利用目的及び記録範囲が条例第１１条第

１項の規定による公表に係る条例第２条第

６号イに係る個人情報ファイルの利用目的

及び記録範囲の範囲内であるものとする。 

第５条 条例第１１条第２項第３号の規則で

定める個人情報保護ファイルは、条例第２

条第４号イに係る個人情報ファイルで、そ

の利用目的及び記録範囲が条例第１１条第

１項の規定による公表に係る条例第２条第

４号イに係る個人情報ファイルの利用目的

及び記録範囲の範囲内であるものとする。 

第６条～第２２条 （略） 第６条～第２２条 （略） 

 



福岡県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則新旧対照表 

新 旧 
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総 行 情 第 3 3 号  

平成 29 年５月 19 日  

 各 都 道 府 県 知 事 

 （個人情報保護担当課・情報政策担当課・市区町村担当課扱い） 

 各 指 定 都 市 市 長 

 （個人情報保護担当課・情報政策担当課扱い） 

 

総務省大臣官房地域力創造審議官   

（ 公 印 省 略 ）      

 

 

個人情報保護条例の見直し等について（通知） 

 

 「個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律の一部を改正する法律」（平成27年法律第65号）及び「行政機

関等の保有する個人情報の適正かつ効果的な活用による新たな産業の創出並びに活力

ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するための関係法律の整備に関する法律」

（平成28年法律第51号。以下「行政機関個人情報保護法等改正法」という。）が平成29

年５月30日から施行されます。 

 個人情報保護条例の見直しについては、従前、「個人情報の保護に関する基本方針」（平

成16年４月２日閣議決定。以下「基本方針」という。）において、「個人情報の保護に関

する法律」（平成15年法律第57号。以下「個人情報保護法」という。）及び「行政機関

の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第58号。以下「行政機関個人

情報保護法」という。）等の内容を踏まえることとされています。 

 また、今回の個人情報保護法及び行政機関個人情報保護法の改正（以下「法改正」と

いう。）等を踏まえ、基本方針が一部変更され、個人情報保護条例の見直しに当たって、

「特に、行政機関個人情報保護法を参考としつつ、個人情報の定義の明確化、要配慮個

人情報の取扱い、非識別加工情報を提供するための仕組みの整備等の事項について留意

することが求められる」ことが記載されました。このため、地方公共団体においては、

法改正等の趣旨を踏まえ、地域の実情に応じた適切な個人情報保護対策を実施するため、

個人情報保護条例の見直しに取り組むことが必要です。 

 また、「官民データ活用推進基本法」（平成28年法律第103号）において、官民データ

殿 
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活用の推進に関し、国の施策と地方公共団体の施策との整合性の確保（第19条）等が規

定されたところです。 

こうした動き等を踏まえ、総務省では、法改正を踏まえた個人情報保護条例の見直し

に向けた検討が円滑に行われるよう、平成28年９月から「地方公共団体が保有するパー

ソナルデータに関する検討会」（座長：宇賀克也 東京大学法学政治学研究科教授。以下

「検討会」という。）を開催し、条例の見直しの方向性を検討してきました。今般、検討

結果が取りまとめられましたので、その内容を踏まえ、貴都道府県・指定都市におかれ

ては、個人情報の保護を図りつつ、その適正かつ効果的な利活用を積極的に推進してい

く観点から、下記の点に留意の上、保有する個人情報の適正な取扱いの確保のために必

要な措置を講じていただきますようお願いします。 

 また、都道府県にあっては、管内の市町村等（特別区並びに一部事務組合及び広域連

合を含み、指定都市を除く。）に対し、本通知の周知をお願いします。 

 なお、本通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基

づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 個人情報保護条例の見直し 

法改正等を踏まえた個人情報保護条例の見直しに当たっては、主に以下に掲げる事

項に留意すること。 

 

１ 個人情報の定義の明確化等 

(1) 個人情報の定義の明確化 

法改正により個人情報の定義が改正され、指紋データ、旅券番号等の個人識別符

号が個人情報に該当することが明確化された。個人情報の定義を明確化することは

地方公共団体及び住民にもメリットがあると考えられるため、個人情報保護条例に

おいても、指紋データ、旅券番号等の個人識別符号が個人情報に該当することを明

確にするため、個人情報の定義を改正することが適当である。 

また、個人識別符号として定めるべき符号は、それそのものから特定の個人を識

別することができるものであり、保有者によって特定の個人を識別できるか否かの

判断が異なることはないと考えられる。したがって、個人識別符号の定義について

は、個人情報保護条例においても、個人情報保護法及び行政機関個人情報保護法と
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同じ定義にすることが適当である。 

 

(2) 他の情報との照合 

個人情報の定義について、多くの地方公共団体では行政機関個人情報保護法と同

様に照合の容易性を要件としていないが、一部の地方公共団体においては、照合の

容易性を要件としている。 

この点について、地方公共団体についても、国の行政機関と同様に、行政に対す

る住民の信頼確保の要請等の観点から、個人情報の取扱いについて事業者（個人情

報保護法）より厳格に規律する必要があると考えられる。したがって、個人情報保

護条例においても、行政機関個人情報保護法と同様に、照合の容易性を要件とはせ

ず、個人情報に他の情報との照合により特定の個人を識別することができるものを

含むことが適当である。 

 

(3) 死者に関する情報 

地方公共団体には、個人情報を生存する個人に関する情報としている団体と、死

者を含めた個人に関する情報としている団体がある。個人情報保護法第５条では、

地方公共団体の責務として、その区域の特性に応じて必要な施策を実施することが

規定されている。個人情報に死者に関する情報を含むことは、行政機関個人情報保

護法の個人情報の保護の範囲を超えるものであり、死者に関する情報の取扱いにつ

いては、行政機関個人情報保護法の趣旨を踏まえながら、各地方公共団体において

地域の特性に応じて適切に判断する必要がある。 

 

２ 要配慮個人情報の取扱い 

(1) 要配慮個人情報の定義 

改正前の個人情報保護法に基づき各主務大臣が策定したガイドラインや多くの

地方公共団体において、いわゆるセンシティブ情報の収集が制限されていたことな

どを踏まえ、法改正により要配慮個人情報が定義された。地方公共団体が保有する

個人情報に関しても、本人に対する不当な差別又は偏見が生じないようにその取扱

いに特に配慮を要する個人情報を明確にする必要性は変わらないため、個人情報保

護条例においても、要配慮個人情報の定義を設けることが適当である。 

また、法改正により要配慮個人情報と規定された情報について、その取扱いに特

に配慮を要することは、地方公共団体が保有する個人情報についても異なることは
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ないと考えられる。したがって、個人情報保護条例における要配慮個人情報の定義

には、法改正により要配慮個人情報と規定された情報を含めることが適当である。 

 

(2) 個人情報ファイル簿等への記載 

行政機関個人情報保護法の改正により、国の行政機関において、本人が自己に関

する要配慮個人情報の利用の実態をより的確に認識し得るようにするため、個人情

報ファイル簿に要配慮個人情報の有無を記載することとされた。地方公共団体が保

有する要配慮個人情報の取扱いについても一層の透明性の向上を図る重要性は変

わらないため、地方公共団体においても、個人情報ファイル簿等（個人情報ファイ

ル簿や個人情報取扱事務登録簿等のことをいう。以下同じ。）に要配慮個人情報の有

無を記載することが適当である。 

なお、一部の地方公共団体では、個人情報ファイル簿等が公表されていない。行

政機関個人情報保護法において、個人情報ファイル簿を公表し、国の行政機関が保

有する個人情報ファイルについて、その存在及び概要を明らかにすることにより透

明性を図るなどしている趣旨を踏まえ、これを公表することが適当である。なお、

公表に当たっては、ホームページに掲載すること等、より簡便な手段で、本人が自

己に関する個人情報の利用の実態をより的確に認識できるようにすることが望ま

しい。 

 

(3) 要配慮個人情報の収集制限 

上記のとおり、現在、多くの個人情報保護条例においてセンシティブ情報の収集

が制限されており、要配慮個人情報の収集制限を行うことは、行政機関個人情報保

護法における個人情報の保護の範囲を超えるものである。このため、要配慮個人情

報の収集制限については、収集制限を行う情報の範囲を含めて、行政機関個人情報

保護法の趣旨を踏まえながら、各地方公共団体において地域の特性に応じて適切に

判断する必要がある。 

 

３ 非識別加工情報の仕組みの導入 

(1) 基本的な考え方 

行政機関個人情報保護法が改正され、国の行政機関が保有する個人情報について、

個人の権利利益の保護及び行政の事務の適正かつ円滑な運営に支障を生じない範

囲で、非識別加工情報を事業者に提供する仕組みが導入された。さらに、行政機関
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個人情報保護法等改正法附則第４条第１項を受け、「医療分野の研究開発に資する

ための匿名加工医療情報に関する法律」（平成 29 年法律第 28 号）が公布されたと

ころである。 

地方公共団体の保有する個人情報についても、その適正かつ効果的な活用は、新

たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな生活の実現に資するものであ

ると考えられる。また、官民データ活用推進基本法において、官民データ活用の推

進に関し、国の施策と地方公共団体の施策との整合性の確保（第19条）等が規定さ

れたところである。 

したがって、官民を通じた匿名加工情報の利活用を図っていくため、個人情報保

護条例においても、行政機関個人情報保護法を参考としつつ、個人の権利利益の保

護及び行政の事務の適正かつ円滑な運営に支障を生じないことを前提として、非識

別加工情報の仕組みを導入することが適当である。 

また、非識別加工情報の仕組みを導入する目的が官民を通じた匿名加工情報の利

活用を図っていくことであることに鑑み、民間部門、国及び地方公共団体で匿名加

工情報及び非識別加工情報の定義、加工の基準等は同等の内容であることが適当で

ある＊。 

このうち加工の基準を定める際には、行政機関の保有する個人情報の保護に関す

る法律第四章の二の規定による行政機関非識別加工情報の提供に関する規則（平成

29 年個人情報保護委員会規則第１号）第11 条に定める基準によることが適当であ

る。 

 

   ＊ なお、行政機関個人情報保護法では、非識別加工情報の定義及び加工の基準が個人情報保

護法上の匿名加工情報の定義及び加工の基準と同じであることから、非識別加工情報は個人

情報保護法上の匿名加工情報に相当するものとされており、非識別加工情報を個人情報保護

法により規律される事業者が取り扱う場合は、個人情報保護法の規定に基づき匿名加工情報

として扱われることとなる。このような考え方は、個人情報保護条例についても同様に当て

はまるものと考えられる。 

 

(2) 個人情報保護審議会等の役割等 

個人情報保護法及び行政機関個人情報保護法では、匿名加工情報及び非識別加工

情報について、個人情報保護委員会が加工及び安全確保措置の基準等を定めること、

及びその取扱いに対する監視・監督を行うことが規定されている。 

地方公共団体においても、適切な加工及び安全確保措置を講じることの重要性に



 

- 6 - 

鑑み、地方公共団体が加工及び安全確保措置の基準を策定するときに、個人情報保

護に関する審議会等の附属機関（以下「個人情報保護審議会等」という。）に諮問し、

意見を聴くことが適当である。 

また、地方公共団体においても、適切な加工及び安全確保措置を確保するため、

個人情報保護審議会等は地方公共団体における非識別加工情報の取扱いについて

調査し、又は実施機関の諮問に応じ審議し、実施機関に対し意見を述べることがで

きることとすることが適当である。 

上記の個人情報保護審議会等による調査等に加えて、地方公共団体における非識

別加工情報の仕組みでは、加工の専門性及び適切な加工を施すことの重要性に鑑み、

地方公共団体は提案の審査に当たって有識者の意見を聴取することが望ましい。 

なお、個人情報保護審議会等の構成員の確保については、個人情報保護審議会、

行政不服審査会等について既に実績がある広域連合、一部事務組合、機関の共同設

置、事務の委託などが解決策になり得ると考えられる。 

 

(3) 個人情報ファイル簿の作成・公表 

国の行政機関における非識別加工情報の仕組みでは、非識別加工情報に関する事

項を個人情報ファイル簿に記載し、「電子政府の総合窓口」（e-Gov）で公表すること

とされている。非識別加工情報の作成に用いるものはデータベース化された情報で

ある個人情報ファイルであるため、地方公共団体においても、個人情報の本人が非

識別加工情報の提案対象となる個人情報ファイルを知り、事業者が円滑に提案のた

めの準備作業を行うことができるよう、非識別加工情報の作成に用いられる個人情

報ファイルに関して、個人情報ファイル簿を作成の上、ホームページに掲載するこ

とが適当である。 

なお、個人情報の保有状況を明らかにするため、既に個人情報取扱事務登録簿を

作成・公表している地方公共団体において、非識別加工情報の仕組みのために個人

情報ファイル簿を新たに作成・公表する場合には、両者を作成・公表する負担を考

慮し、個人情報取扱事務登録簿に代えて、個人情報ファイル簿のみを作成・公表す

ることとすることも考えられる。一方で、個人情報取扱事務登録簿を個人情報の保

有状況を明らかにするために引き続き作成・公表し、個人情報ファイル簿は非識別

加工情報の対象となるものに限定して作成・公表することも考えられる。 
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(4) 非識別加工情報の作成対象情報 

行政機関個人情報保護法では、保有個人情報のうち「行政機関の保有する情報の

公開に関する法律」（平成11年法律第42号。以下「行政機関情報公開法」という。）

第５条に規定する不開示情報（同条第１号（個人に関する情報）を除く。）を非識別

加工情報の作成対象から除外している。 

このため、行政機関情報公開法と情報公開条例で不開示情報の範囲が異なる場合

には、個人情報保護条例において、非識別加工情報の作成対象情報の範囲が狭くな

らないよう、情報公開条例の不開示情報の中に、非識別加工情報の作成対象とすべ

きものがないか、行政機関個人情報保護法の趣旨を踏まえながら適切に判断する必

要がある。 

 

(5) 非識別加工情報の仕組みの円滑な導入 

個人情報ファイル簿の作成を待つことにより非識別加工情報の仕組みの導入が

遅れる場合には、当面、個人情報取扱事務登録簿により提案を募集することとし、

提案前の事前相談において、非識別加工情報の作成に用いられる個人情報ファイル

の内容を説明することも考えられる。 

また、非識別加工情報の対象となる個人情報ファイルかどうかの判断を待つこと

により非識別加工情報の仕組みの導入が遅れる場合には、当面、提案の審査時に当

該判断を行うことも考えられる。 

 

(6) 他の地方公共団体における非識別加工情報の利用に関する契約の解除 

   国の行政機関における非識別加工情報の仕組みでは、非識別加工情報の利用に関

する契約を解除された者については、非識別加工情報の提案をすることができない

とされている。契約を解除された者は、非識別加工情報を適正に取り扱うことがで

きないと考えられることから、地方公共団体においては、自らの団体に加え、他の

地方公共団体の条例の規定により非識別加工情報の利用に関する契約を解除され

た者についても、非識別加工情報の提案をできないこととすることが適当である。 

   このため、地方公共団体が、他の地方公共団体における非識別加工情報に関する

契約の解除の有無を確認できるよう、当該解除に係る情報を総務省が収集及び提供

できることとしたいと考えている。ついては、各地方公共団体においては、非識別

加工情報に係る契約を解除した場合には、当該事実、提案事業者の氏名又は名称及

び住所又は居所並びに法人にあっては、その代表者の氏名について、総務省に情報
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提供されたい。この場合、「非識別加工情報に係る契約が解除された場合には、総務

省及び関係地方公共団体に情報提供する」旨を事前に提案事業者に提示し、同意を

得ておくことが適当である。 

 

４ 罰則について 

個人情報の不正な提供等に関して、約３割の市区町村では罰則が設けられていない。

「地方公共団体における個人情報保護対策について」（平成 15 年６月 16 日付け総行

情第91号）でも、個人情報保護条例に罰則を設けることを積極的に検討することが望

ましい旨を通知してきたところであり、これらの市区町村では、行政機関個人情報保

護法の趣旨を踏まえ、個人情報保護条例に個人情報の不正な提供等に関する罰則を速

やかに設けることが適当である。 

 

５ オンライン結合制限 

個人情報保護条例におけるオンライン結合（通信回線を通じた電子計算機の結合を

いう。）による個人情報の提供について、多くの地方公共団体では制限されているが、

個人情報保護審議会等の意見を聴いた上で、公益上の必要があると認める場合などに

は、個人情報保護条例に基づきオンライン結合が認められている。 

一方、行政機関個人情報保護法では、オンライン結合を禁止しておらず、地方公共

団体においても、ＩＴの活用により行政サービスの向上や行政運営の効率化が図られ

ていることから、オンライン結合制限については、行政機関個人情報保護法の趣旨を

踏まえながら、その見直しを行うなど、各地方公共団体において適切に判断する必要

がある。 

 

６ 地方独立行政法人に係る取扱い 

「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 59

号）についても、基本的に行政機関個人情報保護法の改正と同様の改正が行われた。

地方独立行政法人の個人情報に係る取扱いについても、その設立に係る同法人の性格

及び業務内容に応じ、各地方公共団体が制定する個人情報保護条例において所要の規

定を整備する等、適切に対応する必要がある。 

 

第２ その他 

１ 非識別加工情報に関する技術的な支援 
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非識別加工情報の仕組みでは、事業者から提案される加工方法の審査、加工の作業、

加工後のデータ検証などについて、専門的知識が必要になるため、総務省・個人情報

保護委員会は、非識別加工情報に関して情報提供を行うことや、地方公共団体からの

相談に対応するなど、積極的に技術的な支援を行うこととしている。 

 

２ 一部事務組合及び広域連合 

一部事務組合及び広域連合の中には、いまだに個人情報保護条例を制定していない

団体が存在する。個人情報保護法及び行政機関個人情報保護法の趣旨を踏まえ、これ

らの一部事務組合及び広域連合では個人情報保護条例の制定に早急に取り組むこと

が必要である。 

 

３ 情報公開条例の見直し 

行政機関個人情報保護法で非識別加工情報を提供する仕組みが導入されたこと等

を踏まえ、行政機関情報公開法も改正され、非識別加工情報並びに非識別加工情報の

作成に用いた保有個人情報から削除した記述等及び個人識別符号（以下「非識別加工

情報等」という。）が不開示情報とされた。 

これは、非識別加工情報の提供については、行政機関個人情報保護法で提供の仕組

みが設けられている（同法第44条の12）こと等を理由としている。 

したがって、情報公開条例においても非識別加工情報等を不開示情報とすることが

適当である。なお、情報公開条例についても「条例改正のイメージ」を参考資料とし

て添付している。 

 

※ なお、個人情報の意義の明確化、要配慮個人情報の取扱い、非識別加工情報の仕組

みの導入等に関する行政機関個人情報保護法等の改正を踏まえ、個人情報保護条例等

の改正を行う場合に考えられる改正後の条文イメージを「条例改正のイメージ」とし

て添付している。この「条例改正のイメージ」は、個人情報ファイル簿の作成・公表

について規定しているなど、個人情報保護条例に行政機関個人情報保護法と同様の規

定を置いている場合を想定して作成している。 

 
【問合せ先】 

総務省自治行政局地域情報政策室 

 担 当：若林課長補佐、落合係長、鳥越事務官 

 電 話：03-5253-5525 

 E-Mail：tiikijouhou@soumu.go.jp 


